
	デジタル田園都市国家構想交付金（旧地方創生関連交付金）に係る事業の実施状況について

交付金・制度の名称 実施年 事業の主な内容 進捗状況（R４年度実績） 総事業費 重要業績評価指標（KPI）
交付金期間終了時の

目標指標値 R４実績値 評価

医療費抑制額
△3,510万

円
（R4）

△13,716万
円 達成

介護リスクの抑制率
△15％

（3市町合計
/R4）

△6.0％
（見附市の

み）
達成

プログラム参加者数
累計

700人増
（R4）

累計
963人増 達成

駅交流施設の1日あたり平均利用者数
300人
（R7)

-
（R4基準値：0

人）
-

駅周辺地区における新規出店店舗数
3件増
（R7)

-
（R4基準値：5

件）
-

コミュニティバス駅前バス停留所の1週間あ
たりの乗降者数

150人増
（R7)

-
（R4基準値：

1,200人）
-

【新潟県KPI指標】
地域未来投資促進法による「新潟県第4次産業革命分
野・デジタルイノベーション創出連携支援計画」構成
大学等の県内就職率（新潟大学、長岡技術科学大学、新
潟工科大学、長岡造形大学、長岡工業高等専門学校）

5ポイント増
（R9)

-
（R4基準値：

41.8%）
-

【新潟県KPI指標】
本事業による付加価値創出額（地域未来投資促
進法による地域経済牽引事業の付加価値創出
額）

22.5億円増
（R9)

-
（R4基準値：

0）
-

【新潟県KPI指標】
サテライトオフィスの立地件数

100件増
（R9)

-
（R4基準値：

53件）
-

【新潟県KPI指標】（見附市の数値なし）
人材・企業・大学等が結集するエコシステムの
形成

達成
（R9)

-
（R4基準値：

未達）
-

③
デジタル田園都
市国家構想交付
金（地方創生推
進タイプ）
（R5年度認定
分）

R5年度
～

R9年度

人材・学・企業
の結集「課題先
進地からのデジ
タルイノベー
ション戦略」
（広域分）

新規事業創出に意欲ある企業の進出・人材の
結集、地域DX推進等の結集を図り、新潟県の
強みであるものづくり産業や農林水産業をデ
ジタルの力で変革し、地域から魅力あるビジ
ネスと仕事を生み出すとともに、豊かで便利
なデジタル社会の実現に向けて県と市町村が
共同で取り組む事業（参加自治体：新潟県
（代表）・長岡市・三条市・柏崎市・新発田
市・小千谷市・加茂市・十日町市・見附市・
村上市・燕市・糸魚川市・魚沼市・南魚沼
市・弥彦村・阿賀町・湯沢町・津南町）。

【現在の進捗状況】
１. U・Iターン促進・関係人口創出に係る情報発信・交流事業
・情報発信ツール制作：プロモーションムービー作成、パンフレット
作成、見附さぽーた通信等
・ふるさと同窓会実施補助：30歳同窓会、東京みつけデー実施支援
２.働きやすい職場環境づくり促進事業
・新潟県が定める「ハッピー・パートナー企業」のうち「パパ・ママ
子育て応援プラス」の認定を受けた企業等に奨励金を交付
３.新規事業の促進を図るための相談会開催・新規事業展開応援支援事
業
・新しい取組にチャレンジしようとする事業者に対して、事業の継
続・成長に資する取り組みの一部経費を補助。専門家による個別相談
会による支援も実施。

（R5年度開始の事業のため、R4年度は実績無し）

②
デジタル田園都
市国家構想交付
金（地方創生推
進タイプ）
（R5年度認定
分）

R5年度
～

R7年度

駅周辺地区を中
心とした地域活
性化および若者
の拠点づくり支
援事業

見附駅前に立地する２階建て駐輪場施設をリ
ノベーションし、１階は駐輪場の機能を維持
し、２階を「交流施設」として整備する駅再
整備事業を進めている。本計画では、駅前の
交流施設を拠点として、駅周辺地区の「賑わ
い創出」や「交流機会の増加」、そして若者
が多く集まる立地特性を活かした「若者の活
動支援」を公民連携で推進していくととも
に、デジタル技術等を活用し、交流施設の拠
点性を高めることで、商圏としての魅力が向
上させ、地域経済の活性化を図る。

H30年度

～
R4年度

健幸まちづくりに
向けた成果連動型
手法（ＳＩＢ）を
活用した自治体連
携ヘルスケアサー
ビス構築事業
（広域分）

・参加者が約1400人で頭打ちとなっている健
康運動教室への参加者を増やし、医療費の抑
制や介護認定の低減を図る。
・健幸ポイント参加者を増加させ、普段の生
活の中で運動・健康への意識を高めるととも
に参加者の健康行動により生活習慣病を予防
するなどポピュレーションアプローチを行
う。また参加者へのインセンティブにより、
地域経済や地域貢献への寄与が期待される。
（参加自治体：兵庫県川西市（代表）・千葉
県白子町・見附市）

・医療費抑制額については、本プログラム参加者の年間1人当たり医
療費は39.3万円であり、参加していない方の医療費49.3万円であるた
め、本プログラムにより医療費を10万円抑制することができた。
・介護リスクの抑制率については、本プログラム参加者の介護認定率
は2.3％であり、参加していない方の介護認定率は8.3％であるため、
本プログラムにより6.0％抑制することができた。
・コロナ禍における、健康二次被害防止キャンペーンの実施、就労層
向けの夜間短期コースの開催、健診受診者向けPR、健幸アンバサダー
を通じた勧誘等を実施し、R4新規参加者では健幸ポイント318人、健
康運動教室では、138人獲得した。

【企業版ふるさと納税】
・R2年度より企業版ふるさと納税の受付を開始
（R2実績：5社/50万円、R3実績：4社/80万円、R4実績：2社/20万
円）

297,244

（H30）
50,422
（R1）
54,069
（R2）
64,251
（R3）
64,251
（R4）
64,251

①
地方創生推進交
付金
（H30年度認定
分）

認定された取り組み

【現在の進捗状況】
・現在、見附駅駐輪場のリノベーション工事中。交流施設の整備完了
は令和5年度下半期以降を予定している。
・今後、見附駅に完成する交流施設が若者によるまちづくりの拠点施
設となるように、NPO法人を運営主体として、官民連携で若者による
「賑わい創出」や「交流機会の増加」を目的とした社会実験イベント
等を実施している。

（R5年度開始の事業のため、R4年度は実績無し）

‭36,466‭

（R5）‭
11,166‭
（R6）

13,150
（R7）

12,150

‭61,390

（R5）
13,450
（R6）

13,310
（R7）

12,110
（R8）

11,610
（R9）

10,910‭

資料４

（事業費単位：千円）
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国家構想推進交付金


